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内閣府地方創生推進事務局長賞(最優秀賞)を受賞
2022年度地方創生SDGs官民連携取組事例 
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中：内閣府地方創生推進事務局長 淡谷博久氏
左：山陽小野田LABVプロジェクト合同会社 代表社員 山本 計至氏
（㈱合人社計画研究所取締役経営企画本部長)

右：山陽小野田市長 藤田 剛二

【主催】地方創生官民連携プラットフォーム運営事務局(内閣府）
【表彰式】令和5年2月7日 地方創生SDGs国際フォーラム＠日経ホール



山口県 山陽小野田市
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人口 59,676  人

面積 133 km2

（令和 5年 8月末現在）
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２億５千万年前から３億年前の地層が露出し、浸食や風化を繰り返しながら、長い歳月をかけ形成
された奇岩「くぐり岩」は、SNS映えスポットとして人気があります。

くぐり岩
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山陽小野田市はセメントに代表されるように古くから窯業との深い関わりがあり、公設ガラス工房
「きららガラス未来館」の設立や、３年に一度開催している現代ガラス展など、ガラスをコンセプトに
したまちづくりに取り組んでいます

ガラスをコンセプトにしたまちづくり



6

山陽小野田市が取組む官民連携(PPP)の手法は

ＬＡＢＶ“全国初”の取組

特
徴
１

複数の公有地等を対象 とし、

公共施設と民間収益施設も組み合わせた開発やマネジメントを連鎖的に行う

特
徴
２

自治体が公有地を現物出資 し、民間事業者が資金出資し

て作った事業体が、公共施設と民間収益施設を複合的に整備する

LABVの２つの特徴 ※Local Asset Backed Vehicle：官民協働開発事業体

LABVとは・・・自治体が公有地を現物出資、民間事業者が資金を出資して作った事業体（合同会社）
が、公有地を含む複数の土地において、公共施設と民間収益施設を複合的、連鎖的
に整備する新しいPPP/公民連携の手法。
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②

市商工センター

公有地

①

３

山口銀行
小野田支店

４

山陽小野田市LABVプロジェクトは

半径１km範囲内でのエリアマネージメント

公有地
（中央福祉C）

LABVの２つの特徴 特徴1 :複数の公有地が対象

商工センター   築40年
（リーディング施設①）

山口銀行小野田支店 築60年
（リーディング施設②）
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①

②

(リーディング施設)

(リーディング施設)
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土地現物出資

固定資産税
山陽小野田市

小野田商工会議所

山口銀行

プロジェクト関係者

資金出資

資金出資

資金出資

配当

配当

金融機関
返済

融資

事業パートナー
（上記、優先交渉権者）

LABV共同事業体

合同会社(LLC)

土地 ・ 建物所有

施設整備、
維持管理・運営

リーディング施設② 中央福祉センター 連鎖的事業高砂用地リーディング施設①

家賃・事 業収入家賃 収入 家賃・事 業収入 家賃・事 業収入 家賃・事 業収入

山陽小野田市 小野田商工会議所
山口東京理科大学

学生
山口銀行 利用者

家賃 家賃 家賃 家賃 利用 料等

利用 料等

参加区分 企業名 主な役割

市
外

代表企業 ㈱合人社計画研究所
維持管理・運営・
マネジメント

構成企業
大旗連合建築設計㈱ 設計・工事監理

前田建設工業㈱中国支店 建設

参加区分 企業名 主な役割

市
内 構成企業

長沢建設㈱ 建設

富士商
グループホールディングス㈱

運営

㈲エヌエステクノ 維持管理

事業パートナー

LABVの２つの特徴  特徴２:公有地を現物出資

① ②
③ ④

山陽小野田
LABVプロジェクト

合同会社 山口銀行

1億1200万円
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「市は経営に関与しない」

【理由】

●自治体の財政力に頼るスキームではなく、持続可能な事業の構築 

●官民の経営責任と法的責任及び財政負担等の範囲の明確化

●事業性を阻害する行政の“思い”の排除

↓

LABVの２つの特徴 特徴2:公有地を現物出資するのみ

１.市は業務執行社員にならない ２.利益の配分を受けない

公共性と事業性を両立しながら

“民”の力を最大限に活かし「にぎわい再創出」を目指す
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・単なる複合施設建設ではなく、地域の課題解決(=にぎわい再創出)に資する拠点開発

・エリア内に波及させていくプロジェクト

産官金 で エリアマネージメントに取組む 最適手法 → LABV
市役所の移転、大企業の本社移転で昔のにぎわいが失われてしまったエリアの復活は、立場の違いを超えての悲願

課題解決

支所
中央福祉センター
市民活動センター

きっかけ

官

産金

3者の共通理解



官民まちづくり会社の設立(ビジョンとリスクを共有)

令和４年８月：山陽小野田LABVプロジェクト合同会社 設立記者会見

官 民 民 金民

民

学

民
民

民 金
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山陽小野田市とSDGs

地方自治体が果たすべき役割は、「住みよい」ま

ちづくりを進め、持続可能な地域社会を維持す

ることにあり、その指針となるのが総合計画で

あることから、総合計画に基づき、様々な施策を

推進することは、SDGsの多様な目標の追求に

つながるものと言えます。よって、

本市においては、総合計画において

示す様々な施策を着実に推進するこ 

とをＳＤＧｓの取組とします。
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地方創生 / SDGs / 官民連携

SDGs

地方創生

「住みよい」まちづくりをすすめ

持続可能な地域社会 を維持する

官民連携
・35年の長期間にわたり、ビジョンとリスクを共有した

産学官金のステークホルダーがまちづくりプ

ラットフォームを形成

↓

・LABV は、官主導する従来型のまちづくりが財政的にも人

員的にも限界を迎えつつある地方自治体において、

官民でまちの持続性を高めるチャレンジ

できなくなることを 守る

今あるものを みがく

今ないものを新たに  創る

そしてそれらを つなげる

LABV

付加価値創出

まちの持続性
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